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新たな大都市制度の創設に向けた検討状況等について 
 

時期 
本市の取組 

国等の動向 
当局 市会 

平

成

22

年

度 

平成 22 年

５月 

 

 

７月 

○「新たな大都市制度創設の基

本的考え方」《基本的方向性》

を公表（５月） 

 

 

 

○特別委員会 

（調査・研究テーマ「水平的、対

等な連携協力の可能性について」）

（７月～・23 年２月報告書） 

○指定都市市長会 

「特別自治市」構想発表 

（５月） 

23

年

度 

23 年６月 

 

８月 

 

12 月 

 

24 年２月 

 

 

 

 

○特別委員会 

（調査・研究テーマ「新たな大都

市制度における都市内分権につい

て」）（６月～・24 年５月報告書） 

○新たな大都市制度である「特別

自治市」創設に関する決議（12 月） 

○16指定都市議長が国に対して特

別自治市創設を要望（２月） 

 

 

○第30次地方制度調査

会の臨時委員に林市長

就任（８月） 

 

 

 

24

年

度 

24 年６月 

 

９月 

 

25 年２月 

３月 

 

○「横浜特別自治市大綱素案

（骨子）」とりまとめ（６月） 

 

 

 

○「横浜特別自治市大綱」策定 

（３月） 

○特別委員会 

（６月～・25 年４月報告書） 

 

 

○指定都市議長会として、国に対

して「特別自治市」など多様な大

都市制度創設を要望（２月） 

 

 

○「大都市地域におけ

る特別区の設置に関す

る法律」成立（９月） 

25

年

度 

25 年５月 

 

 

６月 

 

 

 

  

 

 

○特別委員会 

（調査・研究テーマ「新たな大都

市制度における権限移譲と市及び

区のあり方について」） 

（６月～・26 年４月報告書） 

○全国市議会議長会会

長に佐藤祐文議長（当

時）が就任（５月） 

○第 30 次地方制度調

査会「大都市制度の改

革及び基礎自治体の行

政サービス提供体制に

関する答申」（６月） 

26

年

度 

26 年４月 

 

５月 

 

 

６月 

 

 

  

 

 

 

 

○特別委員会 

（調査・研究テーマ「少子高齢化

の進行と人口減少社会における大

都市の行財政制度のあり方につい

て」） 

（６月～・27 年２月報告書） 

○指定都市市長会会長

に林市長就任（４月） 

○第31次地方制度調査

会設置（５月） 

○「地方自治法の一部

を改正する法律」、「第

４次地方分権一括法

（地域の自主性及び自

立性を高めるための改

革の推進を図るための

関係法律の整備に関す

る法律）」成立（５月） 

大都市行財政制度特別委員会 

令 和 ３ 年 ６ 月 ８ 日 

政 策 局 
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時期 
本市の取組 

国等の動向 

当局 市会 

平

成 

27

年

度 

27 年６月 

 

 

 

11 月 

 

28 年３月 

○「『特別自治市』制度におけ

る区のあり方（基本的方向性）」

公表（６月） 

○特別委員会 

（検討事項「指定都市の区に関す

る事項の検討について」） 

（６月～・28 年４月報告書） 

 

○指定都市の区に関する事項に係

る検討結果報告書（11 月） 

○「第５次地方分権一

括法（地域の自主性及

び自立性を高めるため

の改革の推進を図るた

めの関係法律の整備に

関する法律）」成立 

（６月） 

○第31次地方制度調査

会「人口減少社会に的

確に対応する地方行政

体制及びガバナンスの

あり方に関する答申」

（３月） 

28

年

度 

28 年４月 
 

 ５月 

６月 

10 月 

 

29 年３月 

 

○横浜市区役所事務分掌条例

施行（４月） 

 

 

 

○第２次 横浜市大都市自治研

究会 答申（10 月） 

○横浜市神奈川県調整会議開

催（３月） 

 

 

 

○特別委員会 

（調査・研究テーマ「未来を見据

えた大都市制度の実現へ向けた行

財政運営の調査・研究について」） 

（６月～・29 年４月報告書） 

○指定都市市長会会長

に林市長が再任（４月） 

○「第６次地方分権一

括法（地域の自主性及

び自立性を高めるため

の改革の推進を図るた

めの関係法律の整備に

関する法律）」成立 

（５月） 

29

年

度 

29 年４月 

 

６月 

 

 

30 年３月 

 

 

 

 

 

○第３次 横浜市大都市自治研

究会設置（３月） 

 

 

○特別委員会 

（調査・研究テーマ「地方制度改

革と多様な大都市制度のあり方に

ついて」） 

（６月～・30 年５月報告書） 

○「第７次地方分権一

括法（地域の自主性及

び自立性を高めるため

の改革の推進を図るた

めの関係法律の整備に

関する法律）」成立 

（４月） 

30

年

度 

30 年４月 

 

６月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○８市連携市長会議（７月） 

 

 

○特別委員会 

（調査・研究テーマ「特別自治市

の実現に向けた持続可能な大都市

経営のあり方について」） 

（６月～・31 年２月報告書） 

○指定都市市長会会長

に林市長が再任（４月） 

○「災害救助法の一部

を改正する法律」成立

（６月） 

→平成31年４月施行 

○「第８次地方分権一

括法（地域の自主性及

び自立性を高めるため

の改革の推進を図るた

めの関係法律の整備に

関する法律）」成立 

（６月） 

○第32次地方制度調査

会設置（７月） 
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時期 
本市の取組 

国等の動向 

当局 市会 

令

和

元

年

度 

平成 31 年 

４月 

 

令和元年 

５月 

 

６月 

 

 

 

 

７月 

 

 

 

 

 

 

10 月 

 

２年 

２月 

 

 

 

３月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○８市の現状及び８市間にお

ける広域連携の課題に関する

基礎調査等報告書（２月） 

 

○第３次 横浜市大都市自治研

究会 中間報告（３月） 

 

 

 

 

 

 

 

○特別委員会 

（調査・研究テーマ「2040 年ごろ

の課題を見据えた大都市行財政

制度のあり方」について） 

（６月～・令和２年４月報告書） 

 

○横浜市を含む９政令

市が災害救助法の規定

に基づく救助実施市に

指定（４月） 

○「第９次地方分権一

括法（地域の自主性及

び自立性を高めるため

の改革の推進を図るた

めの関係法律の整備に

関する法律）」成立 

（５月） 
○第 32 次地方制度調

査会「2040 年頃から逆

算し顕在化する地方行

政の諸課題とその対応

方策についての中間報

告」 
（７月） 
○県「事務処理の特例

に関する条例」改正（平

成 31 年３月）を受け、

市パスポートセンター

（センター南パスポー

トセンター、横浜市パ

スポートセンター）を

設置（10 月） 

２

年

度 

２年 

６月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11 月 

 

12 月 

 

 

３年 

３月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○横浜市神奈川県調整会議の

開催（11 月） 

○第３次 横浜市大都市自治研

究会 答申（12 月） 

 

○「横浜特別自治市大綱」改訂

（３月） 

（※参考資料１：大綱） 

（※参考資料２：概要） 

○特別委員会 

（調査・研究テーマ「社会経済情

勢の変化に対応する特別自治市

のあり方」について） 

（６月～・令和３年４月報告書） 

 

 

 

 

 

 

○指定都市市長会会長

に林市長が再任（４月） 

○「第 10 次地方分権一

括法（地域の自主性及

び自立性を高めるため

の改革の推進を図るた

めの関係法律の整備に

関する法律）」成立 

（６月） 

○第 32 次地方制度調

査会「2040 年頃から逆

算し顕在化する諸課題

等に対応するために必

要な地方行政体制のあ

り方に関する答申」（６

月） 

○指定都市市長会「多

様な大都市制度実現プ

ロジェクト」の設置（11

月） 
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時期 
本市の取組 

国等の動向 

当局 市会 

３

年

度 

３年 

５月 

 

 

 

 

 

 

 

６月 

 

○８市連携市長会議（５月） 

 

 

 

 

 

 

 

○８市の未来予測等に関する

報告書（６月）（※参考資料５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○特別自治市制度の早期実現を求

める意見書（６月） 

 

○指定都市市長会「多

様な大都市制度実現プ

ロジェクト」中間報告

（５月）（※参考資料

３） 

○多様な大都市制度の

早期実現を求める指定

都市市長会提言（５月）

（※参考資料４） 

○全国市議会議長会会

長に清水富雄議長が就

任（５月） 

 
 
 

〇別添資料１ 指定都市市長会における多様な大都市制度実現プロジェクトの中間報告について 
 

 
●参考資料１ 横浜特別自治市大綱（令和３年３月改訂） 
 
●参考資料２ 横浜特別自治市大綱（令和３年３月改訂）（概要） 
 
●参考資料３ 指定都市市長会「多様な大都市制度実現プロジェクト」中間報告 
 
●参考資料４ 多様な大都市制度の早期実現を求める指定都市市長会提言 
 
●参考資料５ ８市の未来予測等に関する報告書 
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１．本調査の概要 

（１）本調査の目的 

本調査は、横浜市及び隣接する７市（川崎市、横須賀市、鎌倉市、藤沢市、逗子市、大和市及び町

田市）（以下、「８市」という。）において、将来にわたり公共サービスの維持・向上を図るための、相

互に連携した取組の方向性や可能性等について検討することを目的としたものである。 

横浜市では、総務省の「令和２年度 新たな広域連携促進事業」の採択を受け、2019 年度に実施し

た８市の現状や将来推計についての基礎調査（以下、「基礎調査」という。）等を基に整理した、2040 

年頃の行政サービスの維持・向上を実現するための取組の方向性の深掘りに加え、新型コロナウイル

ス感染症から市民生活を守り、新たな日常生活に適応するために必要な８市間の連携施策についての

調査を行うこととした。 

本調査においては、総務省の提唱する「地域の未来予測」※という考えを踏まえ、８市連携による将

来の公共サービスのあり方の検討に資する情報を得ることを目的として、各市の住民に対するアンケ

ート調査を実施したほか、各市の若手職員の意見聴取やネットワークづくりを目的とした勉強会を開

催するなど、新しい視点を盛り込む工夫を行っている。 

 

※地域の未来予測 

今後、具体的にどのような資源制約が見込まれるのかについて、その行政需要や経営資源に関する長期的な変化の

見通しを客観的データに基づき整理すること 

 

（２）本調査の背景 

本調査の実施に当たっては、これまでに国等で実施されてきた、将来に向けての課題整理や、今後

の公共サービスのあり方に関する議論を参考にしながら、調査の方向性についての検討を行った。 

 

①８市連携に関するこれまでの動き 

８市では、平成 23 年度の８市連携市長会議の開催以降、事務レベルで連携に向けた協議を行い、

複数都市間での連携、２都市間での連携、さらには地域レベルでの連携などを進めてきた。 

人口減少や高齢化が顕著となる 2040 年頃の課題を見据え、８市の持続可能な成長・発展のため

には、今後、基礎自治体間の連携をより強化する必要があることや、ラグビーワールドカップ

2019TMや東京 2020 オリンピック・パラリンピックなどのビッグイベントが相次いで開催されるな

ど、８市における飛躍に向けたチャンスが到来していることを踏まえ、平成 30 年度にあらためて

８市連携市長会議を開催し、同会議では以下の事項を確認した。 

 

【８市連携市長会議（平成 30 年 7 月 9 日開催）にて確認した事項】 

①短期的には、各市が現在取り組んでいる施策について、取組状況・効果を共有するとともに、

可能な市間での連携、さらには連携の拡大を検討していくこと 

②中長期的には 2040 年頃の課題の研究・検討を行い、新たな連携施策につなげていくこと 

③これらを推進するため部局長級会議を定期的に開催し、連携策の協議を進めていくこと 
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その後、定期的に８市連携部局長級会議等を開催し、当面の取組を検討・実施するなど、実務的

な協議を進めている。2019 年度には、具体的な取組として、訪日外国人観光客向け英語マップの作

成・配布や、自治体間の連携や連携につながる施策（好事例）についての情報共有、各市主催研修・

セミナーの相互参加等を行っている。また、昨年度の基礎調査及び本調査についても、こうした流

れを汲んで実施されたものである。 

 

②将来に向けた持続可能な行政サービスのあり方に関する議論 

ア）2040 年を見据えた、今後の行政サービスのあり方に関する議論 

わが国においては、すでに人口減少期を迎え、今後人口構造の変化が進むことを踏まえ、2040

年を見据えた今後の行政サービスのあり方についての様々な議論や検討が行われている。 

昨年度に実施した基礎調査では、自治体戦略 2040 構想研究会の報告に基づく新たな自治体行

政の基本的考え方や、第 32 次地方制度調査会の中間報告にて整理された、「子育て・教育」、「医

療・介護」、「インフラ・公共交通」、「空間管理・防災」、「労働力」、「産業・テクノロジー」とい

う６つの視点に基づく今後の課題等を踏まえ、８市の将来にわたる行政サービスの維持・向上に

おける課題や、連携した取組のあり方について検討するための情報収集・整理を行った。 

本調査の実施に先立ち、2020 年 6 月に第 32 次地方制度調査会が出した「2040 年頃から逆算

し顕在化する諸課題に対応するために必要な地方行政体制のあり方等に関する答申」では、目指

すべき地方行政の姿について「変化やリスクに適応する地方行政のあり方」と「地域の未来像に

ついての議論」を示している。 

「変化やリスクに適応する地方行政のあり方」については、2040 年頃にかけて顕在化する変

化や新型コロナウイルス感染症のリスクに適応していくためには、既存の社会システムをデザイ

ンし直す好機と捉え、官民あるいは国・地方を問わず対応していく必要があるとした上で、地方

行政のデジタル化、公共私の連携と地方公共団体の広域連携、地方議会への多様な住民の参画と

いった対応が必要であると述べられている。 

また「地域の未来像についての議論」については、2040 年頃にかけて顕在化する変化・課題に

的確に対応し、持続可能な行政サービスを提供していくため、それぞれの市町村において、首長・

議会・住民や地域社会を支える主体がともに、資源制約の下で何が可能なのか、どのような未来

を実現したいのか議論を重ね、ビジョンを共有していくことが重要であると述べられている。そ

の際、議論の前提として、具体的にどのような資源制約が見込まれるのかについて、各市町村が

その行政需要や経営資源に関する長期的な変化の見通しの客観的なデータを基にして「地域の未

来予測」として整理することが考えられるとした上で、各市町村において、目指す未来像を実現

するため、限られた経営資源の中で取るべき方策の優先順位をどのようにつけていくのか、技術

を活かした対応、組織や地域の枠を越えた連携等により資源制約を乗り越えることができるか、

自ら判断し、様々な政策や計画に具体的に反映させていくことが期待されると述べられている。 

本調査においては、上記のような考えや昨年度の基礎調査の結果等を踏まえ、今後の様々な変

化を踏まえた未来の予測という視点を取り入れながら、８市の取り組むべき課題や連携可能性等

についての調査・検討を実施した。  
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図表１ 「自治体戦略 2040 構想研究会 第二次報告」の概要（一部を抜粋） 

 

 

出所：「自治体戦略 2040構想研究会第一次・第二次報告の概要」（総務省より提供） 
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労働力（特に若年労働力）の絶対量が不足

人口縮減時代のパラダイムへの転換が必要

＜我が国の出生数の推移＞

 経営資源が大きく制約されることを前提に、従来の半分の職員でも自治体が本
来担うべき機能を発揮できる仕組みが必要。

 全ての自治体で、AI・ロボティクスが処理できる事務作業は全てAI・ロボティクス
によって自動処理するスマート自治体へ転換する必要。

＜破壊的技術（AI・ロボティクス等）を使いこなすスマート自治体へ＞

 標準化された共通基盤を用いた効率的なサービス提供体制へ。

 自治体ごとの情報システムへの重複投資をやめる枠組みが必要。円滑に統合
できるように、期限を区切って標準化・共通化を実施する必要。

⇒ 自治体の情報システムや申請様式の標準化・共通化を実効的に進めるために
は、新たな法律が必要となるのではないか。

＜自治体行政の標準化・共通化＞

 人口減少と高齢化により、公共私それぞれのくらしを支える機能が低下。
⇒ 自治体は、新しい公共私相互間の協力関係を構築する「プラットフォーム・ビル
ダー」へ転換する必要。

 共・私が必要な人材・財源を確保できるように公による支援や環境整備が必要。

＜プラットフォーム・ビルダーへの転換＞

 全国一律の規制を見直し、シェアリングエコノミーの環境を整備する必要。
 ソーシャルワーカーなど技能を習得したスタッフが随時対応する組織的な仲介
機能が求められる。

＜新しい公共私の協力関係の構築＞

 定年退職者や就職氷河期世代の活躍の場を求める人が、人々のくらしを支え
るために働ける新たな仕組みが必要。地域を基盤とした新たな法人が必要。

 地方部の地縁組織は、法人化等による組織的基盤の強化が必要。

＜くらしを支える担い手の確保＞

第二次報告

新たな自治体行政の基本的考え方②

圏域マネジメントと二層制の柔軟化 東京圏のプラットフォーム
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都市圏で維持できるサービスや施設の全体量は縮減。
圏域単位での行政が必要。
個々の制度に圏域をビルトイン。

埼玉県

千葉県

神奈川県

東京都 以下のような課題については、国も含め、圏域全体
でマネジメントを支えるようなプラットフォームについ
て検討が必要。

・ 医療・介護サービス供給体制
・ 首都直下型地震発生時の広域避難体制
・ 職住近接の拠点都市の形成

 個々の市町村が行政のフルセット主義から脱却し、圏域単位での行政をスタ
ンダードにし、戦略的に圏域内の都市機能等を守る必要。

 現状の連携では対応できない深刻な行政課題への取組を進め、広域的な課
題への対応力（圏域のガバナンス）を高める仕組みが必要。

 個々の制度に圏域をビルトインし、連携を促すルールづくりや財政支援、連
携をしない場合のリスクの可視化等が必要。

⇒ 圏域単位で行政を進めることについて真正面から認める法律上の枠組みを設
け、中心都市のマネジメント力を高めることが必要ではないか。

＜地方圏の圏域マネジメント＞

 都道府県・市町村の二層制を柔軟化し、それぞれの地域に応じ、都道府県と
市町村の機能を結集した行政の共通基盤の構築が必要。

 核となる都市がない地域では都道府県が市町村の補完・支援に本格的に乗
り出すことが必要。

 都道府県・市町村の垣根を越え、専門職員を柔軟に活用する仕組みが必要。

＜二層制の柔軟化＞

 東京圏では、市町村合併や広域連携の取組が進展していない。早急に近隣
市町村との連携やスマート自治体への転換をはじめとする対応を講じなけれ
ば、人口減少と高齢化の加速に伴い危機が顕在化。

 社会経済的に一体性のある圏域の状況は、三大都市圏で異なる。最適なマ
ネジメントの手法について、地域ごとに枠組みを考える必要。

＜三大都市圏それぞれの最適なマネジメント手法＞

 利害衝突がなく連携しやすい分野にとどまらず、連携をより深化させ、圏域全
体で負担の分かち合いや利害調整を伴う合意形成を図る必要。

⇒今後も我が国の有力な経済成長のエンジンとしての役割を果たしていくため、
東京圏全体で対応が必要となる深刻な行政課題に関し、国も含め、圏域全
体でマネジメントを支えるようなプラットフォームについての検討が必要。

 長期にわたる医療・介護サービス供給体制を構築する必要。

 首都直下地震に備え、広域的な避難体制の構築が必要。

 仕事と子育て等を両立しやすい環境づくりの観点からも、都心に通勤しな
くても済むような、東京２３区外で職住近接の拠点都市の構築が必要。

＜東京圏のプラットフォーム＞

第二次報告
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図表２ 「第 32 次地方制度調査会中間報告」の概要 

 

 
出所：「2040年頃から逆算し顕在化する地方行政の諸課題とその対応方策についての中間報告の概要」（総務省より提供） 

  

第32次地方制度調査会 中間報告の概要(1)（第１ 2040年頃にかけて顕在化する変化・課題）

1

人口構造の変化・課題 技術・社会等の変化・課題

 技術の進展
・Society 5.0の到来、「人間中心
の社会」を実現する観点から、地域
課題の解決に新たな技術が活用で
きる可能性

 ライフコースや価値観の
変化・多様化

・組織や場所にとらわれない多様で
柔軟な働き方、生き方
・「田園回帰」の潮流

 災害リスクの高まり

・南海トラフ地震・首都直下地震な
どが高い確率で発生する見込みインフラ・空間の変化・課題

・2040年頃にかけて人口減少は加速（▲88万人／年(2040)）
・指定都市や県庁所在市のみならず、東京圏においても人口減少と高齢化が進行
・世界人口は2040年には約92億人。農水産品輸出やインバウンド需要取り込みが課題

＜我が国の人口の変化（2015→2040）＞（万人）

・高度経済成長期に、人口増加に伴い集中的に整備してきたインフラが老朽化

・道路、河川、下水道、公園、公営住宅等に係る維持管理・更新費は2040年代に最大で現在の約1.4倍に

・空き地・空き家の増加により、都市が低密度化・スポンジ化
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○ 変化・課題の現れ方は、高齢化の進行状況、地理的条件、活用可能な経営資源の違い等により、地域ごとに大きく異なる
（例えば、75歳以上人口が急増することが見込まれている市町村でも、 15～74歳人口の増減は様々であり、ギャップの現れ方には大きな違いがある）

⇒ 各地域において、変化・課題の現れ方を見通し、資源制約の下で何が可能なのか、どのような未来を実現したいのか、
ビジョンを共有し、その未来像から逆算して、長期的な視点で必要な対応を選択していくことが重要

 高齢者人口の増加

・介護需要が高まる85歳以上の高齢者が倍増。75歳以上の単身世帯
が約1.5倍
・労働者の５人に１人は医療・介護分野に従事
・医療・介護・公共交通等の供給体制の構築がハード・ソフト面で課題

 生産年齢人口の減少

・人手不足が全国的に深刻化
・生活サービスの供給や地域の経済活動の制約要因となるおそれ

 年少人口の減少

・小中学校の小規模化、児童生徒数の減少に伴う統廃合

○ 2040年頃にかけての人口構造の変化は、サービスの需要と供給の両面に大きく影響を与え、

サービスの持続可能性に影響を及ぼす

・支えを必要とする者や更新時期が到来したインフラが増加する一方で、支え手・担い手が減少するギャッ

プにより、多様な分野において課題が顕在化

○ 東京一極集中の継続は、人材の偏在に拍車をかけ、これらの課題の深刻さを増幅させるとともに、

大規模災害時の大きなリスクとなり、地域社会の持続可能性への脅威となる

地域ごとに異なる変化・課題の現れ方

○ Society 5.0の到来など新たな技術の進展、
ライフコースや価値観の変化・多様化により、課題の
現れ方を変えることができる

・新たな技術を地域社会へ実装していくことができれば、人材
不足や距離の制約等を乗り越える可能性

・地域圏への新たな人の流れや多様な人材の参画が広がる
ことで、課題の現れ方が緩やかなものとなる可能性

議論の材料となる

各地域の将来推計のデータ
「地域の未来予測」

南海トラフ巨大地震で想定される最大クラス震度分布

第32次地方制度調査会 中間報告の概要(2) （第２ 2040年頃にかけて求められる視点・方策）

2

ひと インフラ・空間

○ 人口増加や従来の技術を前提として形成されてきた社会システムのままでは、 2040年頃にかけて生じる変化・課題に対応できなくなるおそれ

⇒ 社会システム（制度、インフラ、ビジネスモデル、社会的な慣習等）を変化に適応したものへとデザインし直す好機

○ 地方公共団体は、厳しい資源制約の中でも、持続可能な地域社会を実現していくことが必要

⇒ 地域課題に総合的に対応する地方公共団体が、新たな技術を基盤として、多様な主体と連携し合うネットワーク型社会を構築し、それぞれが
持つ情報を共有し、資源を融通し合うなど、地域や組織の枠を超えて連携・役割分担することで、住民の暮らしを支える力を高めていくことが必要

 人口構造の変化に応じたインフラ・空間の最適管理

 技術や社会の変化に対応したインフラの利用価値の向上、
スマートシティの実現

 時代の変化に対応できる人材育成

 技術を活用し、多様な住民が自分らしく活動の幅を広げられる環境整備

 人材が希少化する中、地域や組織の枠を越えて人材をシェア

① インフラ・空間の持続可能な管理

• 長寿命化、最適立地、施設の有効活用などインフラを賢く長く使
うための管理手法の見直し

• 利用者数等の将来見通し等に応じた適正立地

① 地域社会を支える人材の育成

• 個人に最適化された学びの充実、地域活動の継承
など次世代の育成

• 地域の将来像に即した特色ある高等教育機関や
高等学校を核に、産業・地域の担い手の育成

• 地域のイノベーションを生み出す職員の育成
• 地方議会への多様な人材の参画促進

② 地域の枠を越えた連携

• 市町村の区域にこだわらない都市機能の適正配置
• 生活圏や経済圏での公共交通のネットワーク化
• 都道府県や市町村との連携によるメンテナンス体制の構築
• 市街地のリノベーション
• 広域連携による仮設住宅等の確保など大規模災害への事前防

災・減災

③ 組織の枠を越えた連携

• 民間の力を引き出す公共私間の対話の場、公共施設と民間施
設の複合化等

• 暮らしを支える生活機能の拠点づくり

② 多様で柔軟な働き方の実現と地域経済の活力向上

• テクノロジーを活用した時間や場所にとらわれない働き方
• 起業・スタートアップなど変革しようとする事業者の支援
• 就職氷河期世代などへの支援
• 広域的な産業・地域雇用政策、インバウンド対応
• 地域の創意工夫を引き出す規制の見直し

③ 地域の枠を越えた連携

• 都市と農山漁村の交流と「関係人口」の拡大
による新たな地域づくり

• 広域的な行政課題に対し、生活圏・経済圏
を同一にする自治体による連携

• 都道府県と市町村の柔軟な連携
• 大規模災害、広域観光等に関する都道府県

間の協力
• 地方圏への定住・UIJターンを促す環境整備

④ 組織の枠を越えた連携

• 住民が継続的に活動するための仕組み
• 副業・兼業などによる「一人複役」の実現
• 官民での専門人材のシェア
• 公共私間をつなぐコーディネート人材
• 新たな民間サービスを活用した地域の課題解決

⇒ 今後、地域や組織の枠を越えた連携、技術を活かした対応等の方策を講じていくために求められる地方行政体制のあり方について、調査審議

① ひとへの投資

• 技術を使いこなすためのSTEAM教育、デザイン思考の養成、官民を行き来する柔軟
なキャリアパス

• 小規模市町村も技術の恩恵を享受できるよう、 CIOの広域配置等

② インフラへの投資

• システム標準化・共同化など行政サービスのデジタル化
• 共通プラットフォーム上のAI等の共同利用の促進

 Society 5.0へ円滑に移行するためのひと・インフラへの投資 技術
行政のデジタル化
・ 自治体システムの標準化
・ 多数自治体によるAI・IoT
等の共同開発・共同利用

・ ICT人材の確保・育成策

公共私の連携
・地域自治組織のあり方
・公務員の地域活動

広域連携
・生活圏・経済圏での連携
・都道府県による支援
・災害時など多様な広域
連携

※ 関係府省及び地方公共団体における対応が考えられる方策については、各地方公共団体が住民の暮らしを持続可能な形で支えていくことができるよう、必要な制度改正や環境整備等に取り組みことを期待
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図表３ 第 32 次地方制度調査会の「答申」の概要 

 

 
出所：「第 32 次地方制度調査会『2040年頃から逆算し顕在化する地方行政の諸課題に対応するために必要な地方行政体

制のあり方等に関する答申』の概要」（総務省より提供） 

  

第32次地方制度調査会 「2040年頃から逆算し顕在化する諸課題に対応するために
必要な地方行政体制のあり方等に関する答申」の概要（令和２年６月26日総理手交）

○ 2040年頃にかけて人口減少・高齢化等の人口構造の変化が進み、更新時期の到来したインフラは増加。支え
手・担い手の減少など資源制約に伴い、地域社会の持続可能性に関する様々な課題が顕在化
「地域の未来予測」を踏まえ、技術を活かした対応、地域や組織の枠を越えた連携を長期的な視点で選択する必要

○ 新型コロナウイルス感染症への対応を通じ、住民に身近な地方公共団体が提供する行政サービスの重要性や、
人、組織、地域がつながり合うデジタル社会の可能性が広く認識。また、人口の過度の偏在に伴うリスクが浮き彫りに。

1. 基本的な認識

地方行政のデジタル化（→2） → Society5.0における技術の進展を最大限活用し、時間/場所を問わず迅速/正確な行政サービスの提供を推進

公共私の連携（→3） / 地方公共団体の広域連携（→4）

→ 資源制約の下でも、地域に住民が安心して快適に生活を営む地域社会を形成/都市 地域のスマート化の実現

→ 都道府県間の連携・協力によって、人の往来が活発な大都市圏の広域課題に対応

地方議会（→5） → 資源制約の下で一層重要な役割を果たせるよう、多様な住民の参画を推進

地方行政のあり方を変化・リスクに適応したものへと転換する必要

2. 地方行政のデジタル化

③ AI等の活用
 国は、地方公共団体のAI等の技術開発を支援
幅広く活用すべき技術の全国利用を促進

④ 人材面の対応
 国は、地方公共団体のICT専門人材の確保等を支援

⑤ データ利活用と個人情報保護制度
 官民相互のデータ利活用を円滑化していくことが重要であり、
それに対応した個人情報保護制度の積極的な議論を期待

① 国・地方を通じた行政手続のデジタル化
 行政手続のオンライン化をはじめ地方行政のデジタル化は、住民が迅速

/正確に行政サービスを享受するために不可欠

 国・地方共通の基盤であるマイナンバー制度の活用とマイナンバーカー
ドの機能発揮を通じた普及を図り、行政手続のデジタル化を推進

② 地方公共団体の情報システムの標準化

 国は、地方公共団体の基幹系システムについて、法令に根拠を持つ
標準を設定。地方公共団体は、原則として、当該標準に則って各事
業者が開発したシステムを利用

 従来の技術や慣習を前提とした行政体制を変革。Society5.0における技術の進展を最大限活用し、スマートな自治体行政へ
 マイナンバー制度は国・地方を通じたデジタル化の基盤に。地方行政のデジタル化に向けて、国が果たすべき役割はより重要に

目指すべき地方行政の姿

 住民に必要なサービスを確保していくため、行政のほか、コミュニティ組織、NPO、企業等の地域社会の多様な担い手の連携が重要に3. 公共私の連携

① 連携・協働のプラットフォーム構築

 地域の多様な主体の連携・協働のプラットフォームを
市町村が構築

 民間人材と地方公務員の交流環境の整備
（例：多様な任用形態・兼業許可の活用等）

② 地縁法人制度の再構築・共助の担い手の基盤強化

 地域課題への取組を行う地縁法人制度として、認可地縁団体制度
（自治会による不動産保有のための法人制度）を再構築

 市町村は、共助の担い手に人材・資金・ノウハウ等を支援
（例：地域運営組織・集落ネットワーク圏、地域おこし協力隊・企業人）

 地域において住民が安心して快適に生活を営むことができるようにするため、住民の生活機能の確保や、持続可能な都市構造への
転換・都市/地域のスマート化の実現などのまちづくりなどのため、市町村による他の地方公共団体との自主的な連携が重要

① 市町村連携の課題への対応

 定住自立圏、連携中枢都市圏等の市町村連携の
取組を深化

 連携計画の作成等の役割を担う市町村と、他の
市町村による連携施策のPDCAサイクルの整備

 公共私連携の強化のため、共私からの意見聴取・
提案検討

 市町村連携を前提として、都道府県からの積極的
な事務移譲

が重要

※法制度化には、関係者と十分な意見調整が必要

4. 地方公共団体の広域連携

② 都道府県による市町村の補完・
支援体制の強化

 多様な市町村の現状を踏まえ、きめ細や
かな都道府県による補完・支援が必要

 市町村から都道府県に役割分担の協議
を要請する仕組みも検討

③ 多様な連携による生活機能の確保
 多様な市町村間の広域連携により住民
の生活機能を確保(関係市町村に適切
に財政措置)

 広域課題への対応には、都道府県
間の一層緊密な協力関係が必要に

都道府県の区域を越えた
広域課題への対応
 大規模な災害や感染症へ
の対応など、都道府県を越
えた広域的な課題に対し、
都道府県相互の協力関係
の構築が必要

 人口の移動が特に多い東
京圏では、国も連携し、継
続的に協力・調整を行う体
制の構築が必要

広域連携による基礎自治体の行政サービス提供 都道府県の区域を越えた連携

① 請負禁止の緩和
 禁止される請負の範囲の明確化等（個人の請負の一部緩和も検討）

 資源制約に伴って合意形成が困難な課題が増大する中、住民の多様な意見を反映しながら
合意形成を行う場である地方議会に、より多様な層の住民が参画できるようにすることが必要

【無投票当選者割合】
都道府県26.9％、指定都市 3.4％、市 2.7％、町村23.3％5. 地方議会

② 立候補環境の整備
 立候補に伴う不利益取扱いを禁止

第32次地方制度調査会 「2040年頃から逆算し顕在化する諸課題に対応するために
必要な地方行政体制のあり方等に関する答申」の概要（令和２年６月26日総理手交）
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イ）地域の未来予測に関する議論 

総務省の「地域の未来予測に関する検討ワーキンググループ」では、第 3 回のワーキンググル

ープ（2021 年 1 月 13 日開催）において、2040 年頃にかけて進む人口減少・人口構造の変化等

に対し、「これらの変化・課題に的確に対応し、持続可能な形で行政サービスを提供していくた

め、それぞれの市町村において、首長・議会・住民やコミュニティ組織、NPO、企業等の地域社

会を支える主体がともに、資源制約の下で何が可能なのか、どのような未来を実現したいのか議

論を重ね、ビジョンを共有していくことが重要である」と提言している。 

またその際、議論の前提として、「各市町村がその行政需要や経営資源に関する長期的な変化の

見通しの客観的なデータを基にして「地域の未来予測」として整理すること」を提示している。

これは従来の一般的な計画では十分に着目されてこなかった地域の課題に気づきを与えるため

のものであり、対象分野の例示として「人口」、「施設・インフラ」、「子育て・教育」、「医療・介

護」、「衛生」、「防災・消防」、「公共空間」、「空間管理」を挙げている。 

昨年度に実施した基礎調査においては、ここに挙げられたものとほぼ同様のテーマに関する情

報収集・分析を行い、その結果に基づき 2040 年に向けた行政サービスの課題や今後のあり方に

ついての検討・整理を行った。本調査においては、８市が連携して取り組むべき方向性について、

地域の未来予測に関する考えも取り入れながら、これまでの調査・検討の視野を広げ、またより

深く掘り下げることを目指し、各種情報の収集・分析を実施した。 

 

 

③新型コロナウイルス感染症の発生・感染拡大に伴う社会の変化 

2019 年末に発生した新型コロナウイルス感染症は、2021 年 3 月現在もなお収束していない状況

にあり、社会や経済、個人の日常生活のあり方に至るまで、全世界で様々な影響を及ぼしている。 

現状において、新型コロナウイルス感染症への対策が行政運営の大きな課題となっていることに

加え、将来にわたる持続可能な行政サービスのあり方の検討においては、新型コロナウイルス感染

症や新たな感染症の発生といった緊急事態に対して備えておく必要があると考えられることから、

本調査では新型コロナウイルス感染症の発生・感染拡大に伴う社会の変化も情報の収集・整理の対

象に含めることとする。 
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（３）本調査の実施概要 

①本調査の全体像 

本調査においては、「『８市の未来予測』の分析・整理」として客観的データの収集・分析等から

将来に向けた課題、連携の意義のある分野の検討を行うことに加え、８市の職員を対象とした若手

職員勉強会「８市連携スタディミーティング」（以下、８市連携スタディミーティングという。）を

実施し、この結果も踏まえて８市の連携の方向性等についての協議を行った。本調査で実施した各

項目の関係については、下図のとおりである。 

 

図表４ 本調査の全体像 

 

 

②各調査等の実施概要 

上記①の全体像に示した、各項目の実施概要は以下のとおりである。 

 

ア）「８市の未来予測」の分析・整理 

ここでは、昨年度の基礎調査でとりまとめた８市連携で目指す３つの方向性に適合する連携施

策に加え、今般の新型コロナウイルス感染症の発生を契機とした「新しい生活様式」への対応（働

き方の新しいスタイル等）に資する連携施策を検討するため、先進事例の収集や、行政需要及び

経営資源に関するデータの収集（各市の人員体制、公共施設の老朽化の状況、今後の開発プロジ

ェクト等）、８市在住者を対象としたアンケート調査等に基づき、８市の将来に向けた課題や、８

市が連携する意義のある分野に関する分析・整理を行った。 

 

【昨年度の基礎調査にて取りまとめた、８市連携の３つの方向性】 

■将来の脅威に対する備え 

■将来の機会を捉えるための備え 

■各市の保有する資源の有効活用・相互補完 

 

 

 

８市間での連携施策に係る 

検討・協議 

結果の提示 検討結果の反映 

８市連携市長会議による 

連携施策の決定 

連携事業・取組の開始 
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【８市在住者を対象としたアンケート調査の実施概要】 

・目  的：８市在住者の、公共サービスに対する意識や新型コロナウイルス感染拡大に伴う

生活様式及び意識の変化についての把握 

・実施方法：インターネット調査 

・実施時期：2020 年 11 月 27 日～12 月 1 日 

・調査対象：８市在住者（調査会社の保有するモニター回答者） 

      ⇒3,500 人より回答が得られた。各市の内訳は以下のとおり 

       横浜市：1,397 件 川崎市：549 件 横須賀市：301 件 鎌倉市：264 件 

       藤沢市：300 件  逗子市： 89 件 大和市：300 件  町田市：300 件 

・調査項目：①回答者の属性（年齢・性別・職業等） 

②在住市の公共サービスの利用状況及び評価 

③新型コロナウイルス感染拡大に伴う生活様式や意識に生じた変化 

④今後の公共サービスのあり方に対する意識            …等 

 

イ）８市連携スタディミーティング 

2040 年頃に各市の中核を担う世代の若手職員が集い、広域連携に対する意識醸成、基礎知識

の習得及びネットワークを構築する場として、８市連携スタディミーティングを実施した。ここ

では、2040 年頃に目指すべき８市連携の未来に向けた、各市の現状や課題についての情報共有

を行ったほか、各市が連携した今後の取組の方向性等に関する検討も行った。 

なお、８市連携スタディミーティングの実施概要については本書 72 ページに記載している。 

 

ウ）８市間での連携施策に係る検討・協議 

上記ア）の「８市の未来予測」の分析・整理や、イ）の「若手職員勉強会」で得られる知見及

び提言を踏まえ、連携施策の方向性や、具体的な連携分野等について検討・協議するための場と

して、８市の企画・政策担当の部局長級、関係課長による会議を図表５のとおり開催した。なお、

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、集会形式以外に書面協議や Web 会議も

実施している（開催概要については次ページ参照）。 
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図表５ 本調査事業における関係者会議の開催実績 

 
部局長級会議 

第１回（参考※） 第２回（参考※） 第３回 

開催日時 書面協議 
2020 年 8 月 5 日 

9：00 ～10：00  

2021 年 3 月 25 日 

16：00 ～17：00 

会場 ‐ Web 会議 横浜市役所 

議題等 

・「新たな広域連携促進事

業」の募集に係る提案書

について 

 

(1) 好事例の情報共有につ

いて 

(2) 若手職員の勉強会につ

いて 

・総務省委託事業「新たな

広域連携促進事業」に

ついて 

(3) 市長会議の開催につい 

  て 

(1) 今年度の取組について 

ア 総務省委託事業「新た

な広域連携促進事業」

に係る調査報告書 

イ  好事例の情報共有 

ウ 若手職員勉強会 

エ 市長会議の開催 

  

(2) ８市連携市長会議企画

案について 

(3) 今後の進め方について

（まとめ） 

 

 
関係課長会議 

第１回（参考※） 第２回 

開催日時 
2020 年 7 月 8 日 

10：00～11：30 

2020 年 12 月 16 日 

14：15～15：30  

会場 横浜市役所 横浜市役所 

議題等 

(1) 令和２年度 ８市連携

市長会議事業概要につ

いて 

・好事例の情報共有につ

いて 

・若手職員の勉強会につ

いて 

・市長会議の開催及び日

程調整について 

(2) 総務省委託事業に 

ついて  

(3)８市連携部局長級会議 

について 

(1) 総務省委託事業の進捗

について 

(2) ８市連携市長会議の企

画案について 

(3) ８市連携市長会議につ

いて 

ア 会議の運営について 

イ 記者発表資料について 

ウ 市長会議資料について 

 

(4) ８市連携部局長級会議

について 

※本調査の実施期間外に開催した会議については、「参考」と表記している 

 

なお、本調査事業において実施した会議の議事要旨は以下のとおりである（開催日順に記載）。 

 

【第２回課長会議】 

■総務省委託事業の進捗について 

本事業の全体像について共有したのち、2020 年 11 月に実施した「第１回８市連携スタディミ

ーティング」の実施結果及び参加者から得られたアンケート調査の回答結果についての報告を行

った。加えて、今後実施する各市担当者への情報照会に関し、「８市における職員の在住市、及び、

テレワーク・WEB 会議システム運用状況」について回答を依頼する旨を説明した。 
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■８市連携市長会議の企画案について 

会議の全体像についての説明を行ったほか、各市に依頼する「新たな取組・事業の案」に関す

る報告のテーマ及び今後の準備段取りについて説明し、各市からの出席者と準備に関する意見交

換を実施した。 

また、８市連携スタディミーティングの出席者等、各市から若手を含めて幅広に参加を求める

ことについて提案し、各市の出席者から同意を得た。 

 

■８市連携市長会議について 

会議の進行や会議資料に関する説明を行い、それを踏まえて各市の出席者による意見交換を実

施した。 

また、各市の合意形成の図り方についても意見交換が行われた。 

加えて、準備する資料の内容についても、各市の出席者から質問及び意見が出され、当日提示

された資料に修正を加えたうえで、再度各市担当者に内容の照会を行うことと確認した。 

 

■８市連携部局長級会議について 

市長会議の開催に先立ち、会議の進行や会議資料等に関する確認の場として、８市連携部局長

級会議を開催することについて、日程を含めて説明を行った。 

 

【第３回部局長級会議】 

■今年度の取組について 

本調査の成果報告に加え、好事例の情報共有や若手職員勉強会、市長会議の開催に関する報告

を行った。 

本調査の報告書の取りまとめについて了承を得たほか、若手職員勉強会については、参加者同

士の意見交換の結果等に、好意的な意見とともに、継続実施を求める意見があった。 

 

■８市連携市長会議企画案について 

次年度に実施予定の８市連携市長会議について、開催趣旨や進行等、会議の概要について説明。

企画案については概ね了承が得られた。また、会議の運営等について、引き続き協議を行うこと

とした。 

 

■今後の進め方について 

今後の８市連携に関する短期的・中長期的な取組について説明し、了承を得た。 

 

エ）８市連携市長会議の開催 

当初は今年度中に８市連携市長会議を開催し、今後の８市連携の方向性や具体的な取組テーマ

等についての検討を行うことが想定されていたが、冬季に入り新型コロナウイルス感染症の感染

拡大が続き、2021 年初頭より国の緊急事態宣言が再度発令されたことなどにより、同会議の開

催を延期することとなった。  
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２．客観的情報に基づく８市の現状及び特徴の整理 

（１）８市の位置関係と各市の概要 

８市の総面積は 906.54ｋ㎡であり、それぞれの位置関係は図表６のとおりである。なお、国勢調査

に基づく８市の総人口（2015 年時点）は 6,926,251 人であり、１都３県（東京都・千葉県・埼玉県・

神奈川県）の総人口（36,130,685 人）の約２割に相当する規模である。 

 

図表６ ８市の位置関係と各市の概要 

 

市 
人口 
（人） 

面積 
（ｋ㎡） 

人口密度 
（人／ｋ㎡） 

事業所数 
（事業所） 

横浜市 3,724,844 437.56 8,514 114,930 

川崎市 1,475,213 143.01 10,316 40,934 

横須賀市 406,586 100.82 4,032 12,816 

鎌倉市 173,019 39.67 4,361 7,226 

藤沢市 423,894 69.56 6,093 13,027 

逗子市 57,425 17.28 3,323 1,810 

大和市 232,922 27.09 8,598 7,479 

町田市 432,348 71.55 6,022 12,106 

８市計 6,926,251 906.54 7,640 210,328 

１都３県 36,130,685 13,565.48 2,663 1,440,297 
出所：総務省統計局「国勢調査」（人口、数値は 2015 年のもの）、「経済センサス」（事業所数、数値は 2016 年のもの）

国土交通省国土地理院「平成 30年全国都道府県市区町村別面積調」（面積） 

町田市 川崎市

横浜市

藤沢市

鎌倉市

逗子市

横須賀市

大
和
市
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８市の人口規模及び経済規模（従業者数・付加価値額※）について、名古屋市及び隣接する 16 市町

村の合計（ここでは「名古屋圏域」と呼称する）、大阪市及び隣接する 11 市の合計（ここでは「大阪

圏域」と呼称する）と比較すると、図表７のとおりである。 

８市はこれら２圏域よりも人口が多く、また従業者数及び付加価値額については大阪圏域には及ば

ないが名古屋圏域よりも大きく、全国的にも人口・経済の規模の大きな圏域であることがうかがえる。 

 

図表７ ８市の人口及び経済規模（従業者数及び付加価値額）の他圏域との比較 

【人口（2015 年）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：総務省統計局「国勢調査」            

 

【従業者数（2016 年）】            【付加価値額（2016 年）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：総務省統計局「経済センサス」 

※付加価値額 

付加価値とは、企業等の生産活動によって新たに生み出された価値のことで、生産額から原材料等の中間投入額を

差し引くことによって算出される。  
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（２）８市の人口・世帯の状況 

①人口・世帯の状況 

ア）総人口と年齢別人口 

８市の総人口・総世帯数について、これまでの推移を示したものが図表８である。８市におい

ては、1960～1980 年代にかけて人口が大きく増加し、現在まで人口増加が続いている。 

また、世帯数は増加が続いているが、１世帯当たり人員については減少が続いており、1965 年

には 3.7 人であったのに対し、2015 年には 2.3 人となっている。 

 

図表８ ８市の総人口・総世帯数の推移 

 

出所：総務省統計局「国勢調査」 

 

各市の人口の推移について、1965 年の数値を 100 として指数化した結果を市別に示したもの

が図表９である。いずれの市においても 1965 年～1980 年代に人口が増加しているが、特に大和

市や町田市では、他の市に比べて同時期の増加幅が大きかったことが分かる。 

 

図表９ 各市の人口の推移（1965 年＝100 として指数化） 

 

出所：総務省統計局「国勢調査」 
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2015 年における８市の人口は図表 10 のとおりである。2010 年から 2015 年にかけ、横須賀

市、鎌倉市、逗子市では人口が減少しているが、その他の５市では同期間においても人口が増加

しており、特に川崎市・藤沢市は８市の中でも増加率が高く、ともに 3.5%増となっている。 

また、年齢３区分別の人口構成比を見ると、高齢者人口の割合（高齢化率）は川崎市が 19.5%

と最も低いのに対し、横須賀市・鎌倉市・逗子市では 30%前後となっており、８市の中では高齢

化が進行している。 

８市の総人口（約 700 万人）は、東京都区部の総人口の約 75%、中京圏（愛知県・岐阜県・三

重県）の約６割、近畿圏（大阪府・京都府・兵庫県・滋賀県・奈良県・和歌山県）の約３割に相

当する規模である。なお、中京圏や近畿圏では 2010 年から 2015 年にかけて人口が減少してい

るのに対し、８市及び東京都区部では同期間においても人口増加が見られた。 

 

図表１０ ８市の総人口・面積 

 
出所：総務省統計局「国勢調査」 

 

 

  

 
人口（人） 人口増減率 

（2010→

2015 年） 

年齢 3 区分別構成比（2015 年） 面積 

（2015 年） 

（ｋ㎡） 

人口密度 

（2015 年） 
（人／ｋ㎡） 

2015 年 2010 年 年少人口 
生産年齢 

人口 
高齢者人口 

横浜市 3,724,844 3,688,773 +1.0% 12.7% 64.0% 23.4% 437.49 8,514 

川崎市 1,475,213 1,425,512 +3.5% 12.8% 67.7% 19.5% 143.00 10,316 

横須賀市 406,586 418,325 -2.8% 11.5% 58.8% 29.7% 100.83 4,032 

鎌倉市 173,019 174,314 -0.7% 11.9% 57.4% 30.6% 39.67 4,361 

藤沢市 423,894 409,657 +3.5% 13.6% 63.0% 23.4% 69.57 6,093 

逗子市 57,425 58,302 -1.5% 11.8% 56.7% 31.5% 17.28 3,323 

大和市 232,922 228,186 +2.1% 12.9% 64.2% 23.0% 27.09 8,598 

町田市 432,348 426,987 +1.3% 13.0% 61.4% 25.6% 71.80 6,022 

８市計 6,926,251 6,830,056 +1.4% 12.7% 64.0% 23.3% 906.73 7,639 

東京都区部 9,272,740 8,945,695 +3.7% 11.2% 66.3% 22.5% 626.70 14,796 

中京圏 11,330,896 11,346,216 -0.1% 13.6% 60.7% 25.7% 21,568.17 525 

近畿圏 20,725,433 20,903,173 -0.9% 12.8% 60.1% 27.1% 27,351.30 758 
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８市内の人口の分布を見ると、川崎市では 500m メッシュあたり人口が 5,000 人を超えるエリ

アが他の市よりも多く、人口密度が高いことが確認できる。一方、横須賀市の西部や町田市の北

部等、人口密度の低い地域も存在している。 

なお、人口密度の高い地点は鉄道路線（図表 11 の紫色の線）沿いに多く見られる。特に、東京

方面と接続する路線沿いには人口密度の高い地点が見られる。 

 

図表１１ ８市の人口分布（500ｍメッシュあたりの人数による塗り分け） 

 

出所：総務省統計局「国勢調査」 
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